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●過去 30 年間で累計敷地面積は 3倍弱まで拡大、JR 山手線内側の約 1.8 倍に匹敵 

2017年 9月までに竣工された分譲マンションのうち敷地面積が明確な物件を対象に集計したところ、その累計敷地面積

は 113,960,553 ㎡となった。これは、JR 山手線内側の面積（約 63km2）の約 1.8 倍に匹敵し、東京ドーム（建築面積：

46,755㎡）に換算すると約2,437個分に相当する広さである。首都圏でのマンション開発は1950年代半ばを黎明期とし、

高度経済成長と歩調を合わせるように進んでいった。その後、90 年代バブル期にはペースがやや鈍化したものの、

1990年代後半～2000年代前半の大量供給時代を経て累計敷地面積が飛躍的に増大した結果、その広さは過去 30年

間で 3 倍弱まで拡大することとなった。地域別での割合を見ると、東京都や神奈川県がその多くを占めている。東京都

の累計敷地面積は 2017 年 9 月時点で 43,349,995 ㎡となっており、首都圏全体の 38.0％を占めている。神奈川県も

31.4％を占めており、東京都と神奈川県を合わせたシェアは約 7 割にも及んでいる。 

首都圏における分譲マンションの累計敷地面積は、1980 年代の初頭にかけては対前年比で毎年 10％以上の伸び率で

推移していたが、1984年以降は1桁台の伸び率に転じることとなった。2001年以降は伸び率が恒常的に5％を下回り、

2010 年以降には 1％台での推移と、近年は伸び率が鈍化傾向にある。 

東京カンテイ、分譲マンション敷地面積の推移から“面的”な開発状況を調査・分析 

首都圏 分譲マンションの累計敷地面積は113,960 千㎡、東京ドーム換算で約2,437個分の広さ

リーマン・ショック後は竣工物件数の減少や都心回帰の動きから累計敷地面積の伸びが鈍化 
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●年間ベースでの 1物件あたり平均敷地面積は 7年連続で 2,000 ㎡を下回る見通し

マンションストックの増加によって母数としての累計敷地面積が増大していることも伸び率の鈍化に影響してはいるのだ

が、近年にかけて一段とペースが鈍っているのには大きく 2 つの要因が考えられる。 

まず 1 つ目は竣工物件数が減少傾向に転じた点であり、2008 年のリーマン・ショック後からは年間の竣工物件数が

1,000件を下回るケースが多くなっている。1995年～2007年までの竣工物件数が年間で1,500件～2,000件程度で推移

していたのに比べると、直近 10 年間では竣工物件数が半数近くまで落ち込んでおり、結果的に累計敷地面積の伸びに

大きなブレーキを掛けたものと考えられる。2つ目の要因としては、都心回帰によって年間での1物件あたり平均敷地面

積が縮小している点である。年間ベースで分譲マンション敷地面積が縮小傾向にある中で、首都圏全体に対して東京

23区が占める竣工物件数の割合や分譲マンション敷地面積の割合に至っては高まる動きを見せている。その影響は首

都圏での1物件あたり平均敷地面積の推移にも表れており、2010年には2,187㎡であったのが翌2011年になると1,650

㎡まで急激に縮小。それ以降は 1,600 ㎡台～1,700 ㎡台で推移し、7 年連続で 2,000 ㎡を下回る見通しである。 

これら背景には歴史的な低金利の後押しや節税対策などもあって投資向けマンションのニーズが高まっており、それら

物件が都心部に集中的に供給されたことが影響したものと考えらえる。また、都心部での価格高騰の煽りを受けて、

2015 年以降はワンルームマンション供給エリアが川崎市など都心部以外にも拡がる傾向にあり、分譲マンション敷地面

積の縮小に拍車を掛けている。 


